秘　密　保　持　契　約　書

　●●●（以下「甲」という。）とアイ・イー・ソリューション株式会社（以下「乙」という。）とは、甲乙間に相互に開示される秘密情報の取扱いに関して、次のとおり契約を締結する。
第１条（目的）
　本契約は、甲および乙が鋳造解析の実施およびその活用の可能性に関する検討（以下「本検討」という。）を行うにあたり、甲乙間に相互に開示される秘密情報の秘密保持に関する取扱いを定めることを目的とする。
第２条（秘密情報）
１．
本契約において秘密情報とは、本契約有効期間中、本契約の存在、内容および本検討に関連して甲および乙が相手方から開示を受ける技術上または営業上の情報であって次の各号の一に該当するものをいう。
(1) 秘密である旨が明示された技術資料、図面、その他関係資料等の有体物または電子データにより開示される情報。
(2) 秘密である旨を告知したうえで口頭もしくはプロジェクター等の視覚的手段により開示の際に秘密である旨を明確にして開示される情報であって、かかる口頭もしくは視覚的手段の開示後３０日以内に、当該情報の内容を書面にし、または電子データとして記録し、かつ、当該書面または電子データにおいて秘密である旨を明示して提供された情報。
２．
前項の規定にかかわらず、次の各号の一に該当することを被開示者が証明する情報については、本契約における秘密情報として取り扱わないものとする。
(1) 開示の時に、既に公知であった情報または既に被開示者が保有していた情報。
(2) 開示後、被開示者の責によらず公知となった情報。
(3) 被開示者が、秘密保持義務を負うことなく、第三者から適法に入手した情報。
(4) 被開示者が独自に開発した情報。

第３条（秘密保持）
１．
甲および乙は、相手方の書面による事前の承諾を得ることなく、相手方の秘密情報を第三者に開示または漏洩しないものとする。ただし、甲および乙は、政府機関、裁判所等（以下「政府機関等」という。）から法令に基づき開示を要求された場合、政府機関等に対して必要最低限の秘密情報を開示することができるものとする。この場合、秘密情報を開示した当事者は、政府機関等に対し秘密情報の秘密性に即した取扱いがなされるよう、要請するものとする。
２．
甲および乙は、本契約に定める秘密保持義務を遵守するため、善良なる管理者の注意をもって秘密情報を管理するものとする。
３．
甲および乙は、秘密情報を知る必要のある自己の役員および従業員（甲または乙が契約している弁護士、公認会計士または弁理士等法律上の守秘義務を負う者を含む。以下同じ。）のみに開示するものとする。
４．
甲および乙は、本検討の実施に合理的に必要な範囲内でのみ秘密情報を複製することができるものとする。甲および乙は、本項に基づき秘密情報を複製した場合には、当該秘密情報に付された秘密である旨の表示、著作権表示その他の表示を当該複製物に付すものとする。
５．甲および乙は、本契約にもとづいて開示者から受け取った秘密情報を開示した者（自己の役員および従業員を含む、以下「開示先」という。）に対して本契約に基づき自己に課された秘密保持義務と同等の義務を課すものとし、開示先の秘密情報の漏洩につき相手方当事者に対し責任を負うものとする。ただし、開示先の政府機関等により秘密情報が公表され、公知となった場合は、第１項に定める要請の証明をもって免責する。
第４条（目的外使用の禁止）
　甲および乙は、相手方の書面による事前の承諾を得ることなく、相手方の秘密情報を本検討以外の目的に一切使用してはならないものとする。
第５条（秘密情報の返還）
　甲および乙は、本検討が終了した場合または相手方から要求のあった場合には、秘密情報およびその複製物を直ちに返還または廃棄するものとする。
第６条(発明等の取扱）

　　甲または乙が相手方から開示された秘密情報に基づいて発明、考案、または意匠の創作等（以下｢発明等｣という。）をなしたときは、甲または乙は、直ちに相手方に対し通知するものとし、権利の帰属、取扱い等について別途協議の上決定する。

第７条（保証）
　甲および乙は、本契約に基づき相手方に開示した秘密情報およびその利用に関して、第三者の知的財産権侵害の有無を含め、いかなる契約不適合責任および保証責任も負わないものとする。
第８条（損害賠償）
　　甲または乙は、自己の責めに帰すべき事由により秘密情報を漏洩した場合には、相手方に対する損害賠償責任を負い、秘密情報を記載した書類の回収等の適切な処置を講ずるとともに、秘密情報の漏洩を最小限にとどめるよう善後措置に最善を尽くすものとする。

第９条（否定）
１．
本契約のいかなる規定も甲および乙に対し秘密情報の開示義務を課すものではない。
２．
甲および乙は、本契約に明示的に規定されている場合を除き、本契約に基づき秘密情報について何らの権利も相手方に許諾するものではない。
３．
甲および乙は、本契約に基づく秘密情報の開示により、甲乙間で取引を開始することを確約するものではない。
第10条（権利義務の譲渡の禁止）
　甲および乙は、相手方の書面による事前の承諾を得ることなく、本契約により生じた権利および義務の全部または一部を第三者に譲渡し、担保に供し、または承継させないものとする。
第11条（契約の有効期間）
１．
本契約の有効期間は、本契約締結日から1年間とする。
２．
本契約が期間満了、解除等により終了した場合といえども、第２条から第６条までの規定は本契約終了後５年間、第７条から第10条までの規定は、対象事項が存在する限り、なお有効に存続するものとする。
第12条（反社会的勢力との取引禁止）
１．甲および乙は、相手方に対し自らが反社会的勢力（「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」に定義する暴力団並びに関係団体等をいう。）でないこと、反社会的勢力を利用しないこと、反社会的勢力を名乗るなどして相手方の名誉・信用を毀損しもしくは業務の妨害を行い、または不当要求行為をなさないこと、自らの主要な出資者または役職員が反社会的勢力の構成員でないことを表明し、保証する。

２．甲および乙は、前項の規定を、自己の委託先および自己の調達先にも遵守させる義務を負うものとする。

３．甲および乙は、本条第１項に対する違反を発見した場合、直ちに相手方にその事実を報告するものとする。

４．甲および乙は、相手方が前三項に違反した場合、催告その他何らの手続きを要することなく、直ちに本契約のみならず甲と乙との間で締結した全ての契約の全部または一部を解除できるものとする。

５．前項により解除された当事者は相手方に対する損害賠償責任を負い、解除した当事者は相手方が解除により発生した損害の賠償責任を負わないものとする。

第13条（協議）
　本契約に定めのない事項および本契約条項中疑義の生じた事項については、甲乙別途協議のうえ、これを決定するものとする。
契約締結の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ各１通を保有するか、または本書の電磁的記録を作成し甲乙合意の後電子署名を施し、各自その電磁的記録を保管するものとする。
年　　月　　日
	（甲）
	住所
	

	
	会社名
	

	
	役職・氏名
	印

	（乙）
	住所
	大阪府豊中市東豊中町一丁目32番12号

	
	会社名
	アイ・イー・ソリューション株式会社

	
	役職・氏名
	取締役　大中　洋道
印
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